
令和4年度開始 令和5年度開始

32自治体 78自治体

東北ブロック(4県、7市町)

岩手県 岩手県、宮古市、一関市、矢巾町

宮城県 宮城県、仙台市、東松島市

秋田県 鹿角市

山形県 山形県

福島県 福島県、喜多方市

関東ブロック(5県15市町)

栃木県 栃木県、那須塩原市

埼玉県 埼玉県、さいたま市、入間市、新座市、白岡市

神奈川県 横浜市、相模原市、小田原市、厚木市、大和市、開成町

新潟県 新潟県、新潟市、妙高市

山梨県 山梨県

静岡県 静岡県、沼津市、富士市

中部ブロック(6県、17市町)

富山県 富山県、富山市、魚津市、氷見市、立山町

石川県 加賀市、津幡町

福井県 福井県

長野県 長野県、伊那市、佐久市、東御市、安曇野市、箕輪町、
高森町、小布施町

岐阜県 岐阜県、美濃加茂市、山県市

愛知県 愛知県、岡崎市

三重県 三重県、志摩市

中国ブロック(3県、9市町)

鳥取県 鳥取県

島根県 出雲市、美郷町

岡山県 岡山県、新見市、瀬戸内市

広島県 呉市、福山市、東広島市、
廿日市市、 北広島町

山口県 山口県

四国ブロック(3県4市町)

徳島県 徳島県

愛媛県 愛媛県、新居浜市、鬼北町

高知県 高知県、高知市、土佐町

九州ブロック(6県、11市町村)

福岡県 福岡県、福岡市、北九州市、
久留米市、糸島市、大木町

長崎県 長崎県、松浦市

熊本県 熊本県、荒尾市

大分県 大分県、中津市

宮崎県 宮崎県

鹿児島県 鹿児島県、鹿屋市、南九州市、
宇検村

北海道ブロック(8市町)

北海道 札幌市、苫小牧市、登別市、当別町、
喜茂別町、滝上町、士幌町、鹿追町

近畿ブロック(2県10市町)

滋賀県 滋賀県

京都府 京都市、向日市、京丹後市

大阪府 八尾市、河内長野市

兵庫県 芦屋市、宝塚市

奈良県 奈良県、奈良市

和歌山県 和歌山市、那智勝浦町

重点対策加速化事業の計画策定状況

◼ 令和5年5月末現在、重点対策加速化事業として110自治体を選定（29県、81市町村）

※令和4年5月30日内示 13件
※令和4年7月14日内示 9件
※令和4年9月22日内示 7件
※令和5年3月14日内示 3件

※令和5年4月28日内示 74件
※令和5年5月29日内示 4件

資料４

MukAdmin
ハイライト表示



人と暮らしに明るくやさしいまちづくり

環境経済部　環境政策課　他

ゼロカーボン推進事業

　令和４年１０月１日、ゼロカーボンシティ宣言し、脱炭素社会の実現に
向けた取り組みを加速化させていきます。
　本事業は、国の「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速
化事業）」を活用し、市民の皆さま、事業者の皆さまに向け、脱炭素に
寄与する補助メニューを提供するとともに、公共施設のＬＥＤ化等に取
り組んでいきます。

①個人宅向け太陽光発電設備設置補助金
　補助額：7万円/kw

②個人宅向け蓄電設備設置補助金
　上記①の太陽光発電設備と同時に蓄電池を設置される方を対象とした補助
　補助額：5万円/kwh

③事業所向け太陽光発電設備設置補助金
　補助額：5万円/kw

④家庭用燃料電池設置補助金
　補助率：1/2（最大20万円）

⑤公共施設高効率照明機器（ＬＥＤ）整備事業
　コミセンや留守家庭児童会、公民館などの施設照明をＬＥＤ照明に改修
　事業費：4,400万円

⑥公共施設高効率空調設備整備事業
　老人福祉センター（琴の橋）の空調機を省エネ率の高い高効率空調機に改修
　事業費：1,520万円

⑦公用車ＥＶ化事業
　事業費：5,000万円

事業費
財源内訳

国・府 地方債 その他 一般財源

162,700 千円 54,600 65,800 42,300

向日市脱炭素設備導入例〈イメージ〉

事業所

① 太陽光発電設備設置補助

② 蓄電設備設置補助

③ 太陽光パネル設置補助 ④ 家庭用燃料電池設置補助

⑦ 公用車ＥＶ化事業



申請期間
令和5年７月3日（月）～12月22日（金）
※先着順です。
※予算がなくなり次第終了します。

太陽光発電設備、蓄電池導入にかかる補助金を大幅に拡大しま
した。ぜひこの機会に設備導入をご検討ください。

太陽光発電設備 蓄電池 エネファーム
（家庭用燃料電池）

従
来
補
助
金（
家
庭
用
）

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
推
進
補
助
金

家
庭
用

事
業
所
用

対象設備・補助額等

～さあ進もうゼロカーボンのむこうがわ～

円10,000

※ 最大90,000円

発電容量1kWあたり 蓄電容量1kWhあたり

令和5年度 ゼロカーボン推進補助金

発電容量1kWあたり 蓄電容量1kWhあたり

50,000円

円15,000＋

円10,000
※ 最大50,000円

―

発電容量1kWあたり

70,000
※ 太陽光発電設備のみの
　導入でも対象です。

50,000円

※ 太陽光発電設備と同時
　導入が対象です。

1/2 の補助

設置費用の

※最大200，000円

※ 太陽光発電設備のみの
　導入でも対象です。

―

円

補助金額を大幅に
UPします！

令和5年度から10年度まで
の限定事業です！！！

※家庭用の太陽光発電設備と蓄電池については、ゼロカーボン推進補助金と従来補助金の併用が可能です。　



申請・お問い合わせ先

申請の流れ

交
付
決
定
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付
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）

実
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交
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額
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定

補
助
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請
求

向日市環境経済部環境政策課
向日市寺戸町中野20番地（本館1階）
☎０７５－８７４－２１８９

・FITやFIP制度の認定を受ける場合は、対象外となります。
・補助金交付決定後に契約をしてください。
・太陽光発電により発電した電力量について、家庭用は30％以上、   
  事業所用は50％以上を自家消費する必要があります。
・令和5年度は、令和6年2月15日（木）までに実績報告できる事業
  が対象です。

・右のQRコードから申請書類をダウンロードしてください。

補助事例

注意事項

申請様式・手引き

家庭用に太陽光発電5kWと蓄電池6kWhを導入する場合
従来補助金（太陽光発電＋蓄電池） 14万円
ゼロカーボン推進補助金（太陽光発電） 35万円
ゼロカーボン推進補助金（蓄電池） 30万円
総補助額 79万円

契約の前に必ずご相談ください

工事期間

設備の容量により

補助金額は増減します。


	スライド 1: 重点対策加速化事業の計画策定状況

